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公益財団法人 日本陸上競技連盟 
第１期 事業計画 

（２０１１年８月１日～２０１２年３月３１日） 
 
 

本年８月１日をもって、公益財団に移行した日本陸上競技連盟では陸上競技のさらなる

発展のために、選手の競技力強化並びに普及活動という二大柱を支える組織基盤の確立を

目指し、相互の好循環を生み出すように各事業に取り組むものとする。 
 
 
主な諸事業は以下の通り。  
 
 

１．選手強化事業（国際競技大会に関する日本代表選手の派遣事業） 
 

国際的に活躍する選手を輩出するために、強化合宿や医科学委員会のサポートを受け、

選手が活躍できる環境の整備を行う。８月～９月に開催される第１３回世界陸上競技

選手権大会で好成績を修められるよう、競技力の向上に努める。一方、中長期的な選

手育成の狙いとして、競技者育成プログラムの改訂、システム構築を関係組織との連

携により進めていく。また、コーチの育成や研修制度を整え、トップ競技者を生み出

す土壌を形成していく。 
 
主な国際大会への代表派遣は次の通り。 
（１）第１３回世界陸上競技選手権大会      （８月～９月、韓国） 
（２）第４回アジア室内陸上競技選手権大会    （２月、開催場所未定） 
（３）第１４回世界室内陸上競技選手権大会    （３月、イスタンブール） 

   
 
２．普及事業 
 

多くの競技者を発掘・育成していくために、指導者養成システムの充実を計る。具体

的には現行の公認スポーツ指導者制度を再編し、カリキュラムも見直す。平成２４年

度から新制度で積極的に指導者を養成するために、地域拠点作りをすすめより計画的

に多くの都道府県で実施されるようなステム作りを行う。大学との連携も模索してい

く。地域拠点を生かしたタレント発掘のための指標・仕組みづくりを検討する。昨期

まで継続して行ってきた競技者育成クリニック事業、Ｕ１５トップトレーニングキャ

ンプなど、小学生、中学生を中心とした普及活動、指導者育成活動を実施する。平成

２４年度以降の普及育成政策を総合的に検討する部署を立ち上げ、基本データとなる

クラブ数、指導者数などの実態調査を実施し、今後の有効な普及育成策を検討する。 
 
 
３．各委員会活動（別紙参照） 
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４．組織・財政基盤の確立 

 
（１）広報・マーケティング活動の充実 
  未だ経済情勢に明るい兆しが見えず、地方自治体の助成や企業の協賛金獲得も苦

戦が強いられている中ではあるが、世界陸上競技選手権をはじめとする大会やイ

ベント等を活用するなど、より積極的な広報活動の実施やマーケティング活動の

充実化を図り、組織運営や競技会運営における安定的な財政基盤確立への寄与を

図る。 
 
  （２）本連盟の組織改定、加盟団体・地域陸上競技協会の法人化 
    国の公益法人制度改革による本連盟の組織改定において、公益財団法人への移

行・認定を行う。また、上記改定の枠組みの中で、陸上競技の社会的位置づけを

鑑み、数年内に全加盟団体並びに地域陸上競技協会を法人化する。 
 
 
５．その他 
 

（１）キッズアスリート・プロジェクトによる普及活動 
  小学校の校庭を活用し、多くの子供たちに陸上競技の幅広い認知と普及活動を目

的とした本プロジェクトも第５期を向かえる。毎会場多くのマスコミに取り上げ

られ、また実施した小学校、参加した選手からも好評を得ている。本年も各自治

体ならびに教育委員会、加盟団体と連携し、本プロジェクトを進めていく。 
 
（２）ドーピング防止活動の推進 

    国際オリンピック委員会（ＩＯＣ）、国際陸上競技連盟（ＩＦ）をはじめ「ドーピ

ング」根絶に向けた各種の取り組みがなされており、国内はもとより国際的にも、

ドーピング防止活動は急速に動いている。本連盟もドーピング検査の実施に留ま

らず、アンチ・ドーピングハンドブックの作成等により、強力に推進し、積極的

に教育・啓発を図る。 
     

（３）国際的な活動 
    世界の陸上界における本連盟の果たす役割がより大きくなっている中で、世界を

視野に入れた活動を進め、アジアも含めた世界的な活動に寄与していくことを目

指す。 
 
 

 
以 上 



（単位：円）

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

①基本財産運用収益 3,200,000 8,000,000

②登録料受入収益 19,000,000 19,000,000

③分担金受入収益 4,700,000 2,350,000

④受取寄付金 450,000,000 450,200,000

⑤受取委託金・助成金 141,000,000 201,000,000

⑥事業収益 736,350,000 1,213,350,000

　受取協賛金 697,000,000 1,111,000,000

　参加料収益 8,000,000 10,000,000

　入場料収益 5,000,000 27,500,000

　プログラム売上収益 2,000,000 5,500,000

　放送権料収益 5,000,000 35,000,000

　受取助成金 1,350,000 1,350,000

　販賦収益 8,000,000 13,000,000

　肖像権料 10,000,000 10,000,000

⑦その他事業収益 50,700,000 64,300,000

　器具検定料収益 4,000,000 7,000,000

　競技場公認料収益 16,000,000 20,000,000

　ナンバーカード広告料収益 12,500,000 17,000,000

　後援名義使用料収益 14,000,000 16,000,000

　印税収益 2,000,000 2,000,000

　販売手数料収益 200,000 300,000

　陸上マガジン編集料収益 2,000,000 2,000,000

⑧雑収益 3,400,000 4,600,000

　受取利息 400,000 600,000

　雑収益 3,000,000 4,000,000

経常収益計 1,408,350,000 1,962,800,000

公益財団法人日本陸上競技連盟

（2011年8月1日から2012年3月31日まで）

第１期
（2011年8月～2012年3月）

※ご参考
旧法人予算（2011年4月～2012年3月）

第１期　収支予算書
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第１期
（2011年8月～2012年3月）

※ご参考
旧法人予算（2011年4月～2012年3月）

（２）経常費用

⑨事業費 962,822,000 1,704,932,000

　旅費・交通費（国際･国内） 358,760,000 637,045,000

　諸謝金（国際･国内） 24,646,000 25,324,000

　補助金（大学・高校・中学） 33,350,000 37,750,000

　地域支援金 55,000,000 58,000,000

　強化費 34,620,000 100,120,000

　会場設営・警備費 117,000,000 274,500,000

　通信費 5,873,000 13,401,000

　印刷製本費 19,016,000 54,581,000

　賃借料 17,312,000 35,841,000

　競技会関係負担金 100,520,000 134,520,000

　損害保険料 4,200,000 6,900,000

　会議費(国際･国内) 4,290,000 6,446,000

　ドーピング検査費 50,100,000 85,000,000

　広告宣伝費 1,430,000 22,680,000

　荷造配達費 6,183,000 6,883,000

　コーチ分担金 7,400,000 7,400,000

　業務委託料 44,896,000 88,896,000

　備消品費 8,355,000 12,570,000

　仕入商品代 4,500,000 6,000,000

　交際費 3,000,000 6,900,000

　雑費（国際･国内） 27,579,000 34,043,000

　人件費 32,070,000 47,476,000

　退職給付引当金繰入額 1,892,000 2,656,000

　減価償却費 830,000 0

⑩管理費 165,777,000 227,868,000

　人件費 64,530,000 95,524,000

　退職給付引当金繰入額 3,807,000 5,344,000

　教育・研修費 1,300,000 2,000,000

　備消品費 4,600,000 7,000,000

　旅費･交通費(国際･国内) 10,600,000 16,000,000

　印刷製本費 600,000 1,000,000

　加盟料 0 700,000

　交際費 2,000,000 1,500,000

　会議費（国際･国内) 4,300,000 6,500,000

　通信費 4,600,000 4,000,000

　減価償却費 1,670,000 0

　賃借料 10,600,000 16,000,000

　業務委託料 28,300,000 40,000,000

　支払手数料 13,300,000 20,000,000

　損害保険料 0 2,100,000

　新聞図書費 400,000 700,000

　租税公課 170,000 200,000

　水道光熱費 200,000 400,000

　諸会費 400,000 700,000

　諸謝金(国際･国内) 600,000 1,000,000

　荷造配達費 3,000,000 3,000,000

　雑費(国際･国内) 10,800,000 4,200,000

経常費用計 1,128,599,000 1,932,800,000

　評価損益等調整前当期経常増減額 279,751,000 30,000,000

　基本財産評価損益等 0 0

　特定資産評価損益等 0 0

　投資有価証券評価損益等 0 0

　評価損益等計 0 0

当期経常増減額 279,751,000 30,000,000
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公益財団法人日本陸上競技連盟 
第１期 各委員会活動計画及び予算額 
（2011 年 8 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日まで） 

（単位：千円） 
委員会名 主な活動計画 予算額 

総
務
委
員
会 

 

１．発生する種々の問題について、複数委員会で処理する必要がある場合に、関係委

員会などと連携して処理に当たる 

２．本連盟が主催する各種イベントにおけるプロトコール作業について、サポート・

マニュアル化を行う 

３．本連盟のこれまでの歴史について整理すると共に、９０年史、１００年史に向け

た準備を行う 

４．ＪＯＣスポーツ環境委員会に協力し、ＪＡＡＦグリーンプロジェクトの活動を実

施する 

 

                    

810 

強
化
委
員
会 

 

１．２０１２年ロンドンオリンピックを見据えながら２０１１年世界陸上テグ大会を

最重点大会とする 

２．ロンドンオリンピックに備え、特別重点強化種目（男子４×１００ｍＲ、男子ハ

ンマー投、男子やり投、女子マラソン）及び重点強化種目（男子４×４００ｍＲ、

男子４００ｍハードル、男子棒高跳、男子マラソン、男子競歩、女子４×１００

ｍＲ、女子やり投、女子長距離、女子競歩）を重点強化する 

３．医・科学部門との連携、ＮＴＣ及びＪＩＳＳの有功活用、中期的な強化戦略展開

のための情報収集、分析力を高め、強化現場への有功な提言、援助を図るための

機能を強化する 

４．「ロンドンオリンピック対策特別プロジェクト」を立ち上げ、ロンドンオリンピ

ックに向けて、選手個人強化、コーチ教育、国際情報・医科学情報等の対策事業

を推進する 

５．「跳躍復活プロジェクト」を発足させ、ロンドンオリンピック以降を見据えた中

長距離的な強化戦略を計画する 

６．ロンドンオリンピック以降を見据えた中長期対策として、新たにジュニア育成部

をＵ１８とＵ２１とに分けて強化育成事業を実施する 

７．スポーツ活動支援制度の充実及び国際的視野を持つ指導者を育成する 

８．長距離・ロード種目については、中長期的視野に基づいた強化計画を実施する 

 

                

332,634 
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（単位：千円） 
委員会名 主な活動計画 予算額 

法
制
委
員
会 

 

１．「公益財団法人」への移行初年度につき、制度上の法人運営の管理・監督機能を

果たす 

２．ＩＡＡＦ（国際陸上競技連盟）広告規定に関し、マーケティングの観点も含めた

国内規定の整備及び運用を図る 

３．登録制度や規定を改定及び整備する 

４．その他、必要に応じて各委員会、プロジェクト等の諮問に応じる 

 

                    

450 

財
務
委
員
会 

 

１．加盟団体法人化への移行支援（法人化対応、経理相談会開催） 

２．予算・決算管理（予実管理の徹底） 

３．長期的な財政基盤構築（基本財産運用、特定資産備蓄等） 

 

                    

822 

 

（審判部） 

１．読みやすく、理解しやすいルールの整理と整備 

２．新ルールの周知徹底と支援・指導、ＪＴＯ制度の周知徹底と条件整備・充実 

３．新公認審判員制度に位置づけられた研修制度の計画・実行 

４．主催・共催競技会の運営協力・指導助言 

５．国内競技会の支援及び委員の競技会実技研修の充実 

６．競技運営関係の研修書の編纂 

 

      

7,060 

競
技
運
営
委
員
会 

 

（競技部） 

１．大会運営要項の見直し 

２．全国競技会日程の作成 

３．主催・共催競技会の運営協力指導助言 

４．競技運営システムの研究調査・研修 

５．大会情報（大会日程・要項など）の提供方法の整備 

６．公認記録の収集方法の検討・記録用紙類の整備 

７．国内大会のテクニカルサポート 

８．国外大会の視察研修 

 

      

6,585 

     

13,645 
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（単位：千円） 
委員会名 主な活動計画 予算額 

普
及
育
成
委
員
会 

 

１．指導者養成システムの充実を計る。現行の制度を再編し、平成２４年度から新制

度で積極的に指導者を養成するためのシステム作りを行う 

２．タレント発掘のための指標・仕組作りを検討。それらの実現のための地域拠点作

りを行う平成２４年度以降新規事業として、今後普及活動をどう行っていくかを

決める、基本データとなるクラブ数、指導者数などの実態調査を実施 

３．昨期まで継続して行ってきた競技者育成クリニック事業、公認コーチ養成講習会

などの普及・指導者育成事業に関して、今期も実施する 

 

                

226,876 

国
際
委
員
会 

 

１．世界の陸上競技関連情報の入手・分析と発言 

２．国際的に通用する人材育成方策の検討・提案 

３．国際広報充実方策の検討・提案 

４．ＩＡＡＦ、ＡＡＡ協力の促進 

５．各国陸上競技連盟の提携の促進 

 

                  

1,304 

施
設
用
器
具
委
員
会 

 

１．陸上競技、長距離競走路の公認検定・審査の効率的な取組み 

２．検定員・技術役員・自転車計測員の検定技能の向上と課題解決の方策 

３．陸上競技（投てき）仕様の人工芝導入の検討及び対応 

４．陸上競技場・長距離競走路並びに競走路、公認に関する細則の検討 

５．国際化に伴う情報の把握及び本連盟としての対応 

 

                 

10,632 

科
学
委
員
会 

 

１．世界選手権（テグ）やロンドンオリンピックの支援活動として、バイオメカニク

ス的サポート活動を行う 

２．競技会を対象としたバイオメカニクス研究及び分析データのフィードバック 

３．国立スポーツ科学センターやナショナルトレーニングセンターを利用した体力及

び技術に関する測定及び分析データのフィードバック 

４．選手の体力及び技術評価の方法を検討及び研修合宿等での実施 

５．世界選手権（テグ）における日本選手のコンディショニング及びパフォーマンス

の評価の為の測定 

６．国際大会における科学サポートのあり方の再検討 

７．その他ジュニア選手権を対象に障害、栄養及び食事アンケート調査、長距離選手

の身体特性と体力・技術に関する測定、指導者の心理に関する調査を行う 

 

                  

6,285 
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（単位：千円） 
委員会名 主な活動計画 予算額 

 

（医事部） 

１．世界陸上代表選手に対する充実したメディカルサポート 

２．その他の国際競技会におけるメディカルサポート 

３．アンチ・ドーピング教育の強化 

４．トレーナー養成・教育活動 

５．選考競技会及び強化合宿でのメディカルサポート及びトレーナーサポート 

６．脚抜け症状の研究 

７．本連盟食育プログラムの開発 

８．血液・尿コンディショニングマーカーの経時的調査研究 

９．突然死予防プロジェクト 

10．カレッジアスリートにおける傷害及び栄養に関する調査 

11．ジュニア選手のオーバーユース症候群予防プロジェクト(至適走行距離と傷害予防) 

12．女性アスリートの妊よう性調査研究 

13．都道府県陸上競技協会における医事活動の活性化 

 

      

3,955 

医
事
委
員
会 

 

（トレーナー部） 

１．陸上競技選手をサポートするトレーナーの教育と研修の場の提供 

２．強化選手のより良いサポートのための研修機会の提供と継続性のあるフォロー 

体制の構築 

３．主催大会でのトレーナーサポートの継続と充実 

４．陸上競技選手の傷害発生状況から予防プログラムの作成提供 

５．都道府県陸上競技協会での競技会運営でトレーナー部員活動の問題点の把握と 

方向性を考える 

 

      

4,871 

8,826 

女
性
委
員
会 

 

１．陸上競技界における男女均等派遣の働きかけ（組織改革） 

２．女性プロフェッショナルの推進（意識改革） 

３．女性競技者のセカンドキャリアの充実（能力開発） 

４．意欲や能力がある人材（女性）の登用（人材活用） 

 

                  

2,700 

  （合計）    604,984 




